
1．は　じ　め　に

　2010 年の国勢調査結果によれば，わが国における
65 歳以上人口の割合は 23.0％ となり，世界で最も高
い水準となっている（総務省統計局 2011）．また，国
立社会保障・人口問題研究所（2012）によれば，65
歳以上の人口は 2010 年の 2,948 万人から，20 年後の
2030 年には 3,685 万人と 25％ 増加し，その割合は
31.6％ に高まると推計されている．
　一方，食料品店の数は減少を続け，飲食料品小売業
の店舗数は 1997 年の 526 千から，2007 年には 390 千

と，10 年間で 26％ 減少した（商業統計）．大規模小
売店舗法が廃止された 2000 年以降，その減少の度合
いは加速化している．
　このような，高齢化の進展と食料品店の減少という
状況の中で，食料品の買い物に不便や苦労のある高齢
者等が顕在化しつつある．例えば，郊外に大規模商業
施設が新設されたことにより，旧市街地の店舗が閉鎖
され，そこに居住する高齢者等が食料品の買い物に不
便をきたしている都市部の例や，A コープなどの閉
店により，もとより高齢化が進んだ住民の食料品の買
い物をめぐる環境が悪化している農村部の例がある．
農林水産政策研究所の 2010 年の調査によれば，全国
の 8 割を超える市町村が，食料品の買い物が不便な住
民に対して対策が「必要」，または「ある程度必要」
としており，この問題は市町村規模にかかわらず既に
全国的に認識されている（註 1）．
　このような状況を受け，『平成 23 年度食料・農業・
農村白書』（農林水産省 2012）では，高齢者等が買い
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物に不便や苦労を感じる状況を「食料品アクセス問
題」として取り上げており，この問題は食料分野にお
ける重要な政策課題の 1 つとなっている（註 2）．
　今後見込まれる高齢者人口の増加は，食料品の買い
物で不便や苦労をきたす高齢者の増加に直結している
ため，食料品アクセス問題への対策の実施が急がれる．
しかし，有効な対策を実施するためには，現状の詳細
な分析，特に対策を必要とする地域や対象者などを明
らかにするための基礎的な分析が不可欠であるが，こ
れまでこの問題に関するわが国での研究蓄積は必ずし
も多くはない．筆者らは，この問題への接近に当たり，
①問題の当事者としての住民意識の解明，②現場で対
策実施に関わる市町村意識の把握，③住民と店舗との
空間条件の定量的解明の 3 つを課題としている（薬師
寺ら 2013a および 2013b，高橋ら 2013）．本稿は，こ
のうち①の住民意識の解明の一部であり，食料品の買
い物における不便や苦労の要因を明らかにするもので
ある．

2．買い物難民，買い物弱者，フードデザート

　食料品アクセス問題は，一般には「買い物難民」
「買い物弱者」「フードデザート（食の砂漠）」，と呼ば
れている問題と普段の買い物における困難を対象にし
ている点で類似している．「買い物難民」は杉田

（2008）が，「買い物に困難をきたす買い物難民層」
（p．31）として用いたものである．また，「買い物弱
者」は経済産業省（2010）が，「高齢者を中心に買い
物に困難を感じる人々」（p．32）として用いている

（註 3）．これらは高齢者に限定された概念ではない．
　これらの使い方をみる限り，「買い物難民」と「買
い物弱者」が意味するものに実質的な差はないように
思われる．しかし，石原（2011）は，「買い物弱者」
は当人の側の何らかの事情で買い物に際してハンディ
キャップを背負わざるを得ない人々，「買い物難民」
は自らの事情とは無関係に周囲の事情によって買い物
が不自由な状態に追い込まれた人々，という区分を提
案している．仮に近隣の店舗が閉店しても，郊外の量
販店に買い物に出かけたり，ネットショッピングの利

用が可能な人もいる．しかし，買い物弱者は，近隣の
店舗がなくなるだけで容易に買い物難民化する可能性
が高いため，この両者は重複する部分も多い．石原は，
買い物難民は買い物弱者の存在（需要条件），小売施
設の過疎化（供給条件）およびコミュニティの弱体化

（コミュニティ条件）により生じるとしている．
　一方，「フードデザート」は，イギリス政府が用い
た公的な用語である．イギリスでは，1970～90 年代
半ばに規制緩和に伴う大型量販店の郊外出店により，
インナーシティで多くの食料品店等の廃業がみられた．
その結果，経済的理由などから郊外に買い物に行けな
い貧困層は，都心に残った生鮮品の品揃えが悪い雑貨
店での買い物を強いられたため，栄養事情が悪化し，
がんや心臓血管疾患などの疾患発生率が増加した．ま
た，アメリカにおいても，商業機能の郊外化の結果生
じた生鮮食料品店の空白地域にファーストフード店が
多数出店し，栄養過多による肥満問題を誘発している

（岩間 2010：pp．7─8）．このような状況を背景に，
フードデザートは，安価で栄養に富む食料品を事実上
入手できない，インナーシティの一部地域と定義され
ている（Whitehead 1998）．イギリスとアメリカの例
で共通しているのは，いずれもフードデザートが，地
域住民の栄養状態の悪化および健康問題として論じら
れていることである．このように，フードデザート問
題は，岩間編（2011）が指摘するように「食料品供給
体制の崩壊」と「社会的弱者の集住」が重なったとき
に発生する社会問題であり（p．1），基本的に都市的
性格の問題であると考えられる．
　わが国では，岩間ら（2009）および岩間編（2011）
が，地理学の立場から欧米のフードデザートの概念を
援用し，社会的弱者として高齢者を対象とし，栄養状
態について食品摂取の多様性得点を用いた分析を行っ
ている（註 4）．そこでは，地方都市において，郊外
の大規模商業施設の新設による中心市街地の空洞化に
よって，居住する高齢者が生鮮食料品の購入を控えた
ため，食品摂取の多様性が低い傾向にあることを明ら
かにしている．また，農山村地域の例では，食品摂取
の多様性は良好であるものの，店舗までの距離の克服
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（註 1）同調査では，食料品の買い物が困難な住民に対する対策の必要性について，「必要である」，「ある程度必要であ
る」と回答した割合は，全市町村で 80.2％，人口 20 万人以上の大都市で 79.1％，中小都市で 82.5％，町村で 78.6％
となっている（農林水産政策研究所 2012：p．45）．

（註 2）この問題について公式に言及されたのは，2010 年 3 月に閣議決定された『食料・農業・農村基本計画』（農林水
産省 2010）が最初である．

（註 3）同報告書では，「難民」は「（政治的・宗教的事情から）ある土地を離れて避難する人々」を指すことが多いた
め，より広義に困難な状況にある人を意味する「弱者」を用いたとしている（p．32）．



が重要な課題であること，他方，大都市圏のベッドタ
ウンの例では，店舗が近接しているにもかかわらず，
孤立化した高齢者の食品摂取の多様性が低下している
実態が報告されている．
　一方，食料品の買い物における不便や苦労の現状に
焦点を当てて分析したものに杉田（2006）および崔ら

（2012）がある．杉田は，高齢者を対象に，買い物に
おける苦労の有無，その内容，苦労への対処等につい
て調査・分析し，特に，苦労の有無には店舗までの距
離と自動車利用が影響していることを明らかにした．
また，崔らは，店舗の閉店が目立ちオールドタウン化
しつつあるニュータウンを事例として，食料品の買い
物における高齢者の不便度が，移動時間の増加に応じ
て非高齢者よりも急速に高まることなどを明らかにし
た．

3．本稿の課題と分析手法

1）食料品アクセス問題
　本稿では，食料品の買い物において不便や苦労があ
る状況を，「食料品アクセス問題」として分析の対象
とする．なぜなら，食料品の買い物での不便や苦労は，
食料品へのアクセスの問題にほかならず，それらは，
杉田が指摘するように，店舗までの距離などの空間条
件や自動車利用の有無，年齢などの個人的条件に強く
関連づけられると考えられるからである（註 5）．
2）買い物における消費者費用

　食料品アクセス問題は，食料品の小売に関する問題
が大きな位置を占めることから，商業論に位置づける
ことが可能である．そこでは，流通部門を流通サービ
スを産出する部門であるとし，その流通サービス水準
が低下すると，財の入手における消費者の負担が増加
すると考える（鈴木ら 1980：pp．54─58）．消費者が食
料品の買い物に不便や苦労をするようになったという
ことは，近隣の店舗の閉店などにより流通業が提供す
る流通サービスの水準が低下し，食料品の購入に際し
ての消費者費用が増加したことを意味する（註 6）．
　鈴木らによれば，消費者費用は，①貨幣の形で支出

される費用（交通費や駐車料など），②買い物のため
に使用された時間（機会費用として貨幣の形の費用に
変換可能），③心理的・肉体的費用（混雑による疲労
など）の 3 つの形態をとる．食料品の買い物における
不便や苦労は，この消費者費用が直接反映されたもの
と考えられる．
3）食料安全保障の視点

　食料品の購入における消費者費用の増大が，食料消
費を抑制するような水準にまで達すると，家計におけ
る食料安全保障の問題を提起する．わが国は，食料自
給率は低いものの，食料需要は，総量としては十分な
供給によって満たされている．そのような中でも，家
計によっては，店舗への近接性（アクセシビリティ）
の悪化が，食料消費を制約する可能性が生じる．
　わが国では，2010 年の『食料・農業・農村基本計
画』で，「食料の安定供給の確保に関する施策」の一
環として，この問題への対応が取り上げられている．
その中では，「食品産業の持続的な発展と新たな展開」
の一部として，「高齢化の進展等に対応し，民間事業
者による多様な配達サービスが健全に展開されること
等により，消費者への食料の円滑な提供を図る」とさ
れている．また，「総合的な食料安全保障の確立」の
一部として，フードチェーンの各段階における食料の
安定供給に対する不安要因への対応の必要性が述べら
れており，具体的な対策が求められている．
　1990 年代からフードデザートが認識されてきたイ
ギリスでは，環境・食料・農村省（DEFRA）が，家
計における食料安全保障（household  food security）
の評価のための指標の 1 つとして，食料品店への家計
のアクセスを掲げている．ここでは，望ましいアウト
カムとして，「自動車を持たない家計も含めて，全て
の家計の食料品店への物理的アクセスが十分であるこ
と」とし，「公共交通機関・徒歩又は自転車でスー
パーマーケット・食料品店まで 15 分以内及び 30 分以
内の世帯数と割合」を評価指標としている（DEFRA 
2010：p．134）．また，アメリカ農務省（USDA）では，

「2008 年食料・保全・エネルギー法」に基づき，食料
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（註 4）食品摂取の多様性得点は，肉類，魚介類，卵類，牛乳，大豆・大豆製品，緑黄色野菜，海藻類，いも類，果物，
油脂類の 10 食品群のうちほとんど毎日食べる食品群の数で表し，この得点が高いほど高齢者の高次生活機能低下の
危険度が低いとされている（熊谷 2007b：p．541）．

（註 5）本稿では，農村部を含めて全地域を対象とするため，フードデザートのように，社会的弱者の「集住」を問題
発生の条件とはしない．

（註 6）鈴木らは，流通サービス水準は，ロットサイズ，市場分散化，配達時間，品揃えの広さによって測られるとす
る．このうち，食料品アクセス問題と関連するのは，市場分散化，すなわち一定地域内の小売店舗の数と分散の程度
であり，店舗の閉店は市場分散化の程度を低める．



品へのアクセスが制約されることの問題の評価，それ
ら問題の性格と原因の分析，アクセス制約が地域住民
に及ぼす影響，取組みの方向に関する研究を実施して
いる（ERS/USDA 2009）．
4）本稿の課題

　わが国における食料の安定供給を確保するための政
策の一環として，この問題への対策を検討するに当
たっては，どのような地域，どのような人々を対象に
した取組みが必要なのかを明らかにする必要がある．
そこで，本稿では，食料品アクセス問題に関する住民
意識の調査結果をもとに食料品の買い物における不便
や苦労をもたらす要因を明らかにすることを課題とす
る．食料品へのアクセスに関して住民の置かれたどの
ような条件が，食料品の買い物における不便や苦労に
どう影響するかが明らかになれば，そのうち統計的に
把握可能な条件を用いて，対策が求められる対象者の
現状および地域分布を推定することができるからであ
る．
　その際，石原（2011）のように，この問題に影響を
与える要因を，供給要因と需要要因に整理して考える．
供給要因は個々の住民の事情に直接影響されない要因
であり，店舗の閉店や公共交通機関の廃止などが含ま
れる．一方，需要要因は，自動車の利用可能性，年齢，
性別，家族構成，収入，健康状態などからなる住民側
の事情である．このうち供給側の要因である店舗の開
店・閉店は，店舗までの距離および時間といった空間
条件に反映される．
5）分析手法

　前述のように，食料品アクセス問題についてはわが
国では地理学の先行研究がみられるものの，これまで
経済学的視点からの研究事例はない．欧米での経済学
視点からの分析としては，ERS/USDA（2009）が
行っているが，消費者費用あるいは買い物の苦労に焦
点をあてたものではない（註 7）．
　商業論の分野では，買い物における消費者費用を店

舗選択の変数の 1 つに反映させて定式化し，消費者の
店舗選択行動を説明しようとするモデルがいくつか提
案されている（田村 2001：p．205，三坂 2011）．これ
らは，消費者 i が店舗 j に買い物に行くことによる効
用を Uij として，複数の店舗の選択肢のなかから店舗
k を選択する確率を Uik/ΣjUij とするものであり，Uij

の定式化の違いによって，ハフモデルなどいくつかの
モデルがある．しかし，これらのモデルは，常にいず
れかの店舗を選択するという前提に立っており，食料
品アクセス問題の分析にそのまま適用することはでき
ない．なぜならば，最も近い店舗への距離が遠い場合
など買い物の苦労が大きい場合には，買い物に行かず
に家にあるもので間に合わせる場合もあるからである．
本稿において，食料品の買い物における不便や苦労の
要因を分析することは，これらのすべてのモデルで変
数の 1 つとして組み入れている店舗への移動における
抵抗度に焦点をあて，これを構成する要因を明らかに
することである（註 8）．
　一方，岩間らの研究は，大都市郊外団地，地方都市，
農山村によって食料品へのアクセスの状況が異なるこ
とを明らかにしており，このように異なるタイプの地
域別に分析することは，それぞれの問題の特徴を明ら
かにする上で重要である．しかし，店舗への近接性と
食品摂取の間に存在するはずの買い物という行為にお
ける困難さ（あるいは容易さ）が明示的に取り扱われ
ていない．近接性が買い物における困難さに及ぼす影
響と，買い物における困難さが食品摂取に及ぼす影響
を分けて考える方が，供給要因，需要要因の影響をよ
り詳細に把握できると考えられる．
　また，杉田の分析は，買い物に焦点を絞り，これを
めぐる高齢者の実態を描き，重要な論点を提示してい
る．杉田が行った調査は，買い物における消費者費用
を「苦労の有無」という形で問うていることにほかな
らない．しかし，定性的な分析にとどまっており，例
えば「どの程度の距離になると苦労が増すのか」など
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（註 7）同書は，SNAP（Supplemental Nutrition Assistance Program：従来のフードスタンプ制度が，2008 年 10 月に
切り替わったもの）の参加者について，スーパーマーケットへのアクセスに応じて，購入する食品がどう変わるかを
計量分析している．これは，今後に残された課題としての食料消費への影響の分析の参考となろう．しかし，アクセ
スとしてスーパーマーケット利用の頻度を用いており，本稿の課題とは切り口が異なる（pp．61─69）．

（註 8）いずれの店舗選択モデルも，Uij の定式化において，品揃えなどの店舗の魅力度に関する変数のほか，店舗への
距離や時間距離など，その店舗への移動に対する抵抗度に関する変数を含んでいる．しかし，農林水産政策研究所

（2012）によると，食料品の買い物に不便や苦労をしている住民のうち，「家にあるものでしのぐ」ことを対処の選択
肢の 1 つとして回答した高齢者も 3 割弱存在する（pp．155─157）．これらの高齢者は少なくとも買い物の回数が減少
しているとみられるため（註 18 参照），店舗選択モデルで食料品アクセス問題をも取り扱えるようにするには，状況
によってはどの店舗も選択しないという可能性を織り込んだものに拡張する必要があると考えられる．



は不明であるほか，地域別の特徴も明らかではない．
　岩間ら（2009）や杉田（2006）の分析は対象を高齢
者に限定しており，食料品アクセス問題を高齢者の問
題として限定的にとらえている．しかし，諸外国の
フードデザートでは社会的弱者が年齢にかかわらず専
ら低所得者層であるように，わが国でも若年層が問題
を抱えている可能性は否定できない．また，若年層を
分析に加え，高齢者の現状をこれと対比させることに
よって，高齢者の現状がより明確に把握できると考え
られる．また，岩間らが明らかにしたように，地域に
よってアクセスの状況が異なるということは，買い物
の不便や苦労の要因も地域により様々である可能性を
示唆している．
　以上を踏まえ，本稿では，住民の意識調査により，
食料品の買い物における不便や苦労の有無を把握した
上で，様々な供給要因および需要要因が，それにどう
影響するかを高齢者・非高齢者別および地域別の特徴
を含めて明らかにする．分析には二値の変数を被説明

変数とするロジットモデルを用いる．これにより得ら
れた様々な要因に関する係数の推定値から限界効果を
算出して，「不便や苦労がある」と回答する確率の変
化を把握することにより，それらの要因が買い物にお
ける不便や苦労に及ぼす影響度合いを明らかにできる．
　また，住民意識調査の実施においては次の 3 点に留
意した．①食料品アクセス問題における高齢者の位置
づけを相対的に明らかにするため，若年層を含め全年
齢を対象とすること，②食料品アクセス問題の複雑さ
を考慮し，大都市郊外団地，地方都市中心市街地，農
山村の各地域で調査を行い，様々な要因の影響度合い
の比較を可能とすること，および③地理情報システム

（GIS）を用いた自宅と店舗との距離の計測により，
距離が買い物の不便や苦労に与える影響を数量的に明
らかにすることである（註 9）．

4．分析の対象地域

　大都市郊外団地としては東京都西部の大都市郊外
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第 1表　調査地域の概要

地域 地域の概要 調査概要

A 団地

位置：
概況：

人口等：
食料品店：

東京都西部，JR 中央線の駅から南約 2 km．
UR 都市機構の賃貸の団地．駅からは，バスが日中 10 分間隔で運行．
丘陵地のため団地内に坂が多い．駐車場は団地の縁辺部に配置．
約 2,800 戸のうち約 2,300 世帯が入居．高齢化率は約 26％ と推定．
団地の中央に中規模の食料品スーパー，魚屋，パン屋，そば屋，居酒屋
がそれぞれ 1 店舗．団地周辺や駅周辺にいくつかの総合スーパーが存在
する．

調査時期
　2010 年 7～8 月
配布数 2,354
返送数 906
回収率 38.5％

B 市

位置：
概況：

人口等：
食料品店：

福島県南部の城下町．調査対象は中心市街地活性化事業地域．
郊外の国道沿いに量販店が多く出店し，旧市街は空洞化が進行．
中心市街地活性化事業実施中．
地区の人口は約 3,000 人，高齢化率 33.8％．市全域より高齢化が進行．
調査対象地区内には，生協が 1 店舗．個人商店は散見される程度．

調査時期
　2010 年 9～10 月
配布数 2,002
返送数 886
回収率 44.3％

C 町

位置：
概況：
人口等：
食料品店：

鳥取県南部，中国山地内．調査対象は町全域．
9 割が森林の山村．米子まで道路距離で約 40 km．
人口約 5,500 人，高齢化率 48.0％．高齢化率が最も高い町村の 1 つ．
役場の近くに食料品スーパーが 1 店舗．そのほかに小規模な個人商店が
いくつか存在する．

調査時期
　2010 年 10～11 月
配布数 2,313
返送数 1,200
回収率 51.9％

註：1）調査は郵送質問紙調査によった．
　　2） A 団地の高齢化率は，この団地にかかる 2005 年国勢調査の地域メッシュ統計（2 分の 1 地域メッシュ）から推定し

たものである．
　　3） B 市では，調査時点で食料品スーパーが出店予定であり，その後 2011 年 6 月下旬に出店．
資料：筆者ら作成．

（註 9）本稿では，買い物における消費者費用を構成する買い物の困難さに限定し，食料消費，さらには食品摂取の状
況は対象としない．それは，食品摂取の前段階としての買い物の問題を明らかにする必要があるからである．



A 団地（以下「A 団地」）を対象とした（第 1 表）．
東京都内では，ほかにも高齢化の進んだ団地があるが，
若年層との比較も目的の 1 つであるため，比較的若年
層の居住者の多い A 団地とした．地方都市は福島県
南部の B 市中心市街地（以下「B 市」）とした．B 市
は量販店の郊外進出により旧市街地の食料品供給体制
が崩壊しつつある地域であり，全国の市の中では中位
の人口規模である．最後に，農山村は鳥取県南部の C
町全域とした．C 町は典型的な農山村であり，全国の
町の中では人口規模は下位で高齢化率は上位にある．

5．調査結果の概観

1）回答者の属性
　調査では，世帯の中で，普段食料品の買い物をする
人に回答を要請した．回答者の年齢をみると，いずれ
の地域でも 65 歳以上の高齢者が多くを占め，B 市で
約 5 割，他の地域では約 6 割となっている（第 2 表）．
性別では，B 市では女性が 75％，他の地域では 64～
66％ となっている．世帯類型では，A 団地では単身
世帯が半数近くを占めているが，他の地域では単身世
帯は 1/4 程度に過ぎない．生計維持者については，い
ずれの地域も年金生活者が最も多いが，A 団地では
非正規の給与所得者が，B 市では自営業者が他の地域
より多くなっている．なお，C 町の自営業者の多くは
農業で占められている．
2） 年齢階層，家族類型と買い物における不便や苦
労

　まず，いくつかの切り口から食料品の買い物におけ
る不便や苦労の程度について概観しておく．調査にお
いて，「食料品の買い物で不便や苦労がある」と回答
した割合は，A 団地では 45.3％，B 市では 40.2％，C
町では 46.1％ であった（註 10）（第 3 表）．これを 65
歳以上で比較すると，A 団地が 46.7％，B 市が 48.8％，
C 町が 52.3％ となっている（註 11）．
　また，この割合を年齢階層別，世帯類型別にみると，
B 市，C 町では年齢が高くなるほど高くなっており，
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第 2表　回答者の属性別割合
（単位：％）

A 団地 B 市 C 町

年齢
　39 歳以下   5.6   7.6   3.7
　40～49 歳   6.7   9.5   6.0
　50～59 歳 13.6 17.8 17.3
　60～64 歳 13.4 15.8 12.4
　65～69 歳 17.7 12.8 10.3
　70～74 歳 15.6 11.8 14.9
　75 歳以上 27.4 24.7 35.4

性別
　男 34.1 24.6 36.1
　女 65.9 75.4 63.9

世帯類型
　高齢単身 33.7 12.9 19.3
　その他単身 15.0 10.4   5.5
　高齢夫婦 21.4 21.6 26.1
　その他 2 人 12.9 17.4 10.7
　3 人以上 17.0 37.7 38.4

近くに別居する家族
　いる 34.8 49.2 38.7
　いない 65.2 50.8 61.3

世帯に要介護認定者
　いる 11.6 17.4 22.3
　いない 88.4 82.6 77.7

生計維持者
　給与所得者（正規） 22.0 24.7 21.6
　給与所得者（非正規） 11.6   6.7   4.8
　自営業者   3.4 19.3 12.1
　年金生活者 57.4 45.6 58.6
　その他   5.6   3.7   3.0

註：不明を除く合計に対する割合である．
資料：筆者らの調査による．

 第 3 表　 「食料品の買い物で不便や苦労がある」と
回答した割合

（単位：％）

A 団地 B 市 C 町

　合計 45.3 40.2 46.1
年齢階層

49 歳以下 48.1 24.8 35.4
50～64 歳 40.9 35.7 36.8
65～74 歳 46.3 47.1 46.1
75 歳以上 47.1 50.5 56.8

（65 歳以上） 46.7 48.8 52.3
世帯類型

高齢単身 46.3 49.5 56.0
その他単身 37.5 31.4 42.2
高齢夫婦 47.2 42.1 51.2
その他 2 人 45.9 43.9 45.5
3 人以上 46.5 36.6 38.4

註：不明を除く合計に対する割合である．
資料：筆者らの調査による．



特に「50 歳未満」と「65 歳以上」とには大きな差が
ある（註 12）．また，「高齢単身世帯」における割合
が高く，「3 人以上世帯」との間に大きな差がある．
しかし，A 団地では，「50 歳未満」と「65 歳以上」
の間に有意な差はない．また，65 歳以上の高齢者や

「高齢単身世帯」，「高齢夫婦世帯」とともに「その他
2 人世帯」や「3 人以上世帯」も高い割合となってい
る．
　A 団地の 3 人以上世帯のほとんどは親と子の世帯
であり，いわば子育て世代と考えられる．そこで，年
齢 50 歳未満のうち，まだ子供が小さい 40 歳未満につ

いて，子の有無でこの割合がどう異なるかをみると，
A 団地では，子がいる世帯の場合 76.5％ が買い物に
不便や苦労があると回答しており，子がいない世帯の
46.9％ に比べて有意に高くなっている．また，40 歳
未満で子がいる世帯におけるこの割合は，B 市の場合
21.4％，C 町の場合 25.9％ であり，地域間の多重比較
をすると，A 団地は B 市および C 町に比べても有意
に高くなっており，A 団地においては，高齢者だけ
でなく，子育て世代も食料品へのアクセスにおいて不
便や苦労を多く抱えていることが示唆される．
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（註 10）意識調査では，「あなたは普段，食料品の買い物で不便や苦労がありますか」という問いに，「1．不便や苦労
がある」「2．不便や苦労を感じることがある」「3．不便や苦労はあまりない」「4．不便や苦労は全くない」「5．その
他」という 5 つの選択肢から 1 つを選ぶことにより答えてもらい，このうち，1 と 2 を「不便や苦労がある」，3 と 4
を「不便や苦労がない」として分析した．

（註 11）65 歳以上について調査した杉田（2006）の結果では，「苦労あり層」49.1％ となっているが，以上の結果はこ
れと大差はない．

（註 12）この年齢区分は，第 2 表の区分を，子育て世代（国民生活白書）（50 歳未満），高齢者（65 歳以上），後期高齢
者（75 歳以上）の区分を残しつつまとめたものである．

第 4表　「食料品の買い物で不便や苦労がある」と回答した割合（時間，道路距離，交通手段別）
（単位：％）

A 団地 B 市 C 町

65 歳以上 65 歳未満 65 歳以上 65 歳未満 65 歳以上 65 歳未満

全体 46.7 （100.0） 43.2 （100.0）   48.8 （100.0）   32.0 （100.0） 52.3 （100.0） 36.5 （100.0）
店舗までの時間

　15 分以内 38.1 （  49.0） 41.4 （  69.3）   42.2 （  74.9）   27.6 （  91.0） 34.2 （  33.6） 26.2 （  41.2）
　15～30 分 53.3 （  35.3） 46.0 （  27.8）   62.9 （  22.8）   59.4 （    7.6） 55.0 （  43.2） 37.8 （  37.8）
　30 分以上 58.3 （  15.6） 55.6 （    2.8） 100.0 （    2.2） 100.0 （    1.4） 68.2 （  23.2） 54.3 （  20.9）

店舗までの道路距離
　～250 m 32.5 （  10.3） 38.5 （    9.4）   25.0 （    6.3）   16.7 （    2.9） ─ ─
　250～500 m 45.5 （  28.4） 45.5 （  32.5）   37.0 （  18.6）   18.9 （  13.1） 20.0 （    0.8） 50.0 （    0.9）
　500 m～1 km 39.3 （    6.8） 48.0 （    9.0）   42.6 （  16.4）   14.8 （  13.6） 29.7 （    6.2） 16.7 （    9.8）
　1～2 km 52.8 （  13.2） 36.7 （  10.8）   57.4 （  37.5）   30.2 （  44.3） 48.0 （    4.3） 25.0 （    1.9）
　2～5 km 49.4 （  39.9） 41.6 （  37.5）   54.2 （  21.2）   45.4 （  26.2） 40.9 （  15.4） 28.0 （  19.1）
　5～10 km 50.0 （    1.5）   0.0 （    0.7） ─ ─ ─ ─ 48.0 （  17.0） 25.6 （  18.6）
　10 km 以上 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 58.3 （  56.3） 48.3 （  49.7）

店舗までの交通手段
　徒歩 43.3 （  40.9） 46.8 （  44.0）   45.9 （  30.9）   30.4 （  11.2） 40.4 （    8.1） 16.0 （    5.6）
　自転車 36.4 （    4.3） 52.6 （    5.8）   48.9 （  22.2）   34.5 （  13.6） 54.2 （    3.8） 36.4 （    2.4）
　自動車かバイク（自身の運転） 31.3 （    6.3） 34.3 （  20.9）   39.1 （  27.1）   26.9 （  64.7） 38.2 （  48.8） 34.6 （  81.1）
　自動車（同居家族による） 36.4 （    4.3） 29.4 （    5.2）   60.4 （  12.8）   50.0 （    8.9） 57.7 （  15.8） 44.4 （    6.0）
　自動車（他世帯の人による） 50.0 （    0.4） ─ ─   76.5 （    4.1）   50.0 （    0.5） 68.2 （    7.1） 66.7 （    1.3）
　バス 55.2 （  39.7） 46.5 （  22.2）   66.7 （    0.7） 100.0 （    0.7） 83.1 （  14.8） 90.0 （    2.4）
　その他 33.3 （    4.0） 20.0 （    1.8）   77.8 （    2.2） 100.0 （    0.5） 37.5 （    1.6） 60.0 （    1.1）

註：1）　最もよく利用する店舗までのものである．
　　2）　（　）内は，構成比である．
資料：筆者らの調査による．



3） 時間，道路距離，交通手段と買い物における不
便や苦労

　第 4 表は「食料品の買い物で不便や苦労がある」と
回答した割合を，最もよく利用する店舗までの時間，
道路距離，交通手段別にみたものである（註 13）．
　店舗までの時間は，近接性の状況を最も簡潔に表す
指標であると考えられる．前述のように，食料品の買
い物における不便や苦労は，買い物における消費者費
用を反映していると考えられるが，その多く（前出の
②と③）は時間に比例すると考えられるからである．
　店舗までの時間は，いずれの地域でも，時間が長く
なるほど不便や苦労があると回答した割合が高くなっ
ている．時間は，距離と交通手段の双方の効果を総合
的にとらえたものであり，DEFRA のように，これを
食料品アクセスの評価指標として用いるのは合理的で
ある（註 14）．しかし，対策が求められる地域の条件
を明らかにするためには，店舗までの時間よりも，距
離と交通手段に分けて検討しておいた方が有効である．
なぜならば，距離であれば，GIS 等を用いることによ
り，店舗から一定距離以上の地域を容易に把握できる
からである．
　店舗までの距離をみると，A 団地では回答に 500 m
未満と 2～5 km の 2 つの山があり，それぞれ約 4 割
である．前者は団地内店舗での買い物であり，後者は
団地外の総合スーパーなどでの買い物と考えられる．
一方，B 市では 1～2 km が最も多く，C 町では 10 km
以上が 5 割以上を占める．これらの傾向は高齢者か否
かで大差はないが，B 市では高齢者の方がより近くの
店舗を利用している傾向にある．
　交通手段は，A 団地では徒歩，次いでバスが大き
な割合を占める．B 市や C 町では自分で運転する自
動車かバイクが最も多い．いずれの地域でも高齢者は
自動車利用の割合が低く，その代わりに A 団地と C
町ではバスが利用され，B 市では徒歩や自転車でより
近くの店舗での買い物を行っている．

　自動車の利用割合が高い B 市と C 町では，道路距
離が遠くなるほど不便や苦労がある割合は高くなるが，
様々な交通手段が利用可能な A 団地ではこの割合と
距離との関係を見いだしにくい．ただし，どの地域で
も自分が自動車を運転して買い物に行く場合は，不便
や苦労があると回答した割合が他の手段に比べて概し
て低いことが示されている．
4）高齢者の健康状態と買い物における不便や苦労

　最後に，65 歳以上の高齢者について，健康状態別
に買い物における不便や苦労の割合を確認しておく．
高齢者の健康指標は生活機能の自立度でとらえるのが
適当である（熊谷 2007a）．高齢者の生活機能には，
最も基本的な，①歩行，②排泄，③食事，④入浴，⑤
着脱衣の 5 つの日常生活動作があるが，さらに，地域
社会で独力で生活を営むためには，これら 5 項目に加
えて，より高い水準の能力で「高次生活機能」と呼ば
れる①手段的自立，②知的能動性，③社会的役割が求
められる（註 15）．これらの能力は高次生活機能の自
立度の指標である「老研式活動能力指標」により数値
化が可能であり，手段的自立 5 問，知的能動性 4 問，
社会的役割 4 問の計 13 問の問に対する「はい」の数

（13 点満点）で表す．
　第 5 表は，この老研式活動能力指標値別の構成比と

「買い物で不便や苦労がある」と回答した割合を示し
ている．指標値 10 点以下の高齢者の割合は，A 団地
で 31.3％，次いで C 町で 20.0％，B 市で 15.4％ となっ
ているが，A 団地の割合と他の 2 地域の割合との差
は有意であり，この 3 地域の中では A 団地が最も高
齢者の自立度が低いことを示している（註 16）．そし
て，各地域とも 10 点以下の自立度の場合は，13 点の
場合に比べて「買い物で不便や苦労がある」と回答し
た割合が有意に高く，生活機能の自立度が買い物にお
ける不便や苦労に影響していることが予想できる．な
お，A 団地におけるこの割合は 10 点以下の場合 50.3
％ で，C 町の 70.5％ を大きく下回る．したがって，

52

（註 13）時間については調査における回答そのままであるが，道路距離は地理情報システム（GIS）を用いて計測した．
無記名式の意識調査であり自宅の詳細な住所を把握することができないため，A 団地は住棟，B 市と C 町は居住地
区をもとに計測した．

（註 14）ただし，DEFRA（2010）では最も近い食料品店への時間であり，本稿はより実態を反映させるため，最も利
用する店舗への時間としている．

（註 15）手段的自立は「掃除」「食事の準備」「金銭の管理」などができる能力，知的能動性は「探索」「創作」「余暇活
動」など知的な活動の能力，社会的役割は「人を思いやる」「相談にのる」「若い世代との積極的な交流」など地域で
担うべき役割を果たし，情報交流を楽しむ能力であるとされる．

（註 16）A 団地でこの指標値が低い理由は，高次生活機能のうち社会的役割の点数が他地域と比較して極端に低いこと
によるものであり，A 団地の高齢者は他の住民との交流が少ないことを示している．



A 団地では，C 町に比べて自立度が低いものの，買い
物の苦労度も低いといえる．

6．買い物における不便や苦労の要因分析

　以上の予備的な検討を踏まえて，どのような要因が
買い物の不便や苦労にどの程度影響しているのかを明
らかにするために，「不便や苦労がある」と回答した
人を 1，「不便や苦労がない」と回答した人を 0 とす
る変数を被説明変数とするロジットモデルを用いて分
析する．
　分析は，全年齢，65 歳以上，65 歳未満のデータを
用いた 3 つの場合，およびそれぞれ全地域のデータを
プールした場合と地域別のデータを用いた場合につい
て行う．
1）説明変数の構成

　説明変数としては，まず，住民と店舗の空間条件を
示す変数として最も利用する店舗までの時間および距
離，そして時間に影響を与える変数として交通手段を
取り上げる．時間，距離および交通手段のうち，距離
は供給要因，交通手段は手段によって供給要因と需要
要因の両方があり，時間はこれらの複合的要因である

（註 17）．そして，需要要因として，さらに，年齢・
性別，家族構成，生計維持者の状況，地域活動参加の
状況，老研式活動能力指標を取り上げる（註 18）．
　（1）時間，距離および交通手段
　これまでみたように，店舗まで時間がかかるほど，
不便や苦労があると回答する確率は高まると予想され

る．この，店舗までの時間を変数に用いたものをモデ
ルⅠとする．そして，店舗までの時間の代わりに，道
路距離と交通手段を変数としたものをモデルⅡとする．
したがって，モデルⅡでは，買い物における苦労が，
店舗への距離や交通手段によって大きく影響を受ける
ことを確認しつつ，どのくらいの距離で，どの程度

「買い物において不便や苦労がある」と回答する確率
が高まるのかを数量的に検討することになる．
　データは，時間については，「15 分以内」を基準と
するダミー変数，道路距離は「250 m 未満」を基準と
するダミー変数とした．ただし，地域別データの分析
では，データが極端に少ない区分が生じるので，適宜
区分を統合し，C 町については，基準を「1 km 未満」
とした．交通手段は「徒歩」を基準とし，「自転車」

「自動車かバイク（自身の運転）」「自動車（同居家族，
他世帯の人による）」「バス」「その他」のダミー変数
とした．
　（2）年齢・性別
　年齢については，65 歳未満を基準として，65 歳以
上のダミー変数とすることにより，高齢者と若年層で
買い物の不便や苦労に差があるかどうかを明らかにす
る．性別は女性を基準として，男性のダミー変数とす
る．
　（3）家族構成
　家族構成としては，世帯員数，近くに別居する家族
の有無，要介護認定者の有無を取り上げた．世帯員数
は，数値変数（単位：人）とした．一般的には，世帯
員数が多いほど買い物を分担することができて苦労が
少ないと考えられるが，A 団地のように子育て世代
の問題もあり，一概には予想できない．近くに別居す
る家族の有無と要介護認定者の有無は，いずれも「い
ない」を基準として「いる」のダミー変数とした．近
くに別居する家族がいれば買い物の手助けが可能であ
り，苦労は軽減されると予想される．逆に，家族に要
介護認定者がいると買い物の手助けが大きく制約され
るため，苦労は大きいと予想される．近くに別居する
家族の有無と要介護認定者の有無の状況は第 2 表の通
りである．
　（4）生計維持者の状況
　食料品の買い物における不便や苦労には，収入など
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（註 17）交通手段については，自家用車の利用は需要要因，公共交通機関の利用は供給要因を構成すると考えられる．
（註 18）買い物回数などの購買習慣も，不便や苦労に影響する可能性は否定できない．しかし，それらは不便や苦労の

結果であると考えられる．ここで「1 日 1 回以上買い物」を「不便や苦労あり」でロジット回帰すると係数は有意に
負となり，「1 日 1 回以上宅配または購入を依頼」を同様に回帰すると係数は有意に正となる．すなわち，不便や苦
労があると，買い物の回数が少なくなり，宅配の回数が多くなることを示唆している．

第 5表　 「食料品の買い物で不便や苦労がある」と 
回答した割合（老研式活動能力指標別）

（単位：％）

A 団地 B 市 C 町

全体 46.7（100.0） 48.8（100.0） 52.3（100.0）
10 点以下 50.3（  31.3） 57.1（  15.4） 70.5（  20.0）
11～12 点 44.3（  38.2） 53.8（  25.2） 46.0（  28.8）

13 点 40.3（  30.5） 44.3（  59.3） 46.5（  51.2）

註：1）65 歳以上についてのものである．
　　2）（　）内は，構成比である．
資料：筆者らの調査による．



の経済的な要因も関与すると考えられる．例えば，買
い物に自家用車やバスを利用している人には，自動車
のローン支払いやガソリン代など自動車を所有するこ
とによる支出やバス代などの経済的負担が生じている
はずであるし，その金銭的負担が大きいほど買い物の
不便や苦労は増すであろう．しかし，本稿の意識調査
では，収入や家計費を直接把握していないため，世帯
における生計維持者の就業状況により間接的に世帯の
経済状況を把握する（第 2 表）．変数は，「年金生活
者」を基準として，「給与所得者（正規）」「給与所得
者（非正規）」「自営業者」「その他」のダミー変数で
ある．
　世帯の収入は，これらの区分によって大きく変わる
と考えられる．家計調査等から算出した 1 人当たり消
費支出でみると，年金生活者（無職）に対して，自営
業者（個人営業）および非正規給与所得者の生活費は
大きく下回っている（註 19）．さらに，非正規の給与
所得者においては，雇用の不安定という要因もある．
以上から，年金生活者を基準とした自営業者や非正規
の給与所得者の収入水準は低く，買い物における不便
や苦労が年金生活者に比べて高いという結果になるの
ではないかと予想される．
　（5）地域活動への参加状況
　石原（2011）は，食料品アクセス問題の背景に地域
コミュニティの低下があることを指摘しており，住民
の買い物の不便や苦労に地域活動への参加状況が影響
している可能性がある．そこで，住民の地域活動への
参加状況について「参加していない」を基準とし「参
加している」のダミー変数を設けた．参加している割
合は A 団地 24.6％，B 市 53.3％，C 町 67.0％ と，農
村になるほど有意に高くなっている．
　（6）老研式活動能力指標
　65 歳以上のデータを用いた場合は，これらに加え
て老研式活動能力指標値も変数とした．生活機能の自
立度の高い高齢者ほど，買い物の不便や苦労は低いと
考えられる．

　（7）地域ダミー
　全地域のデータを用いた場合については，B 市を基
準とし，A 団地と C 町を示すダミー変数を設定し，
この変数により，他の変数には表れない地域固有の状
況を吸収することとした．
2）全地域データによる結果

　まず，全地域のデータを用いて係数および限界効果
を推計した結果が第 6 表である（註 20）．店舗までの
時間を変数としたモデルⅠの結果によれば，有意水準
および限界効果の大きさから，食料品の買い物におけ
る不便や苦労には店舗までの時間が他の変数に比べて
大きな影響を有していることがわかる．店舗までの時
間は，全年齢層データの場合，15 分以上で 0.1％ 有意
となり，15～30 分の場合よりも 30 分以上の方が「不
便や苦労がある」と答える確率は高まる．また，65
歳以上か否かを問わず 15 分以上で有意となっている．
時間の増加は，高齢者にとっては心理的・身体的苦痛
の増加を通じて，若年層にとっても機会費用の増加を
通じて，買い物の不便や苦労に影響を及ぼすと考えら
れる．
　空間条件を距離でみたモデルⅡの結果によれば，店
舗までの距離と自動車の利用が，「食料品の買い物で
不便や苦労がある」と回答する確率に大きく影響して
いることがわかる．全年齢層データについてみると，
距離については，1 km 以上になると 0.1％ 有意となり，
さらに，店舗までの距離が長くなるほど限界効果が高
くなっていることから，店舗までの距離が遠いほど食
料品の買い物における不便や苦労が大きくなるといえ
る．距離 1 km は徒歩で約 15 分に相当することから，
この結果は，店舗までの時間を変数としたモデルⅠの
結果と整合的である．交通手段については，自分で自
動車を運転する場合のみ 0.1％ 有意で負であり，徒歩
の場合と比べて「不便や苦労がある」と回答する確率
は大きく低下する．
　これらについて，65 歳以上と 65 歳未満の結果を比
較すると，店舗までの距離は，65 歳以上の場合 1 km
以上で 0.1％ 有意となる一方，65 歳未満は 10 km 以
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（註 19）平成 22 年『家計調査』による 1 人 1 カ月当たり消費支出は，勤労者世帯 101,577 円，個人営業 83,770 円，無
職 109,803 円である．また，平成 22 年『賃金構造基本調査』による 1 カ月当たり給与額は正規 385,300 円，非正規
213,300 円であり，これをもとに 1 人当たり消費支出を推計すると，正規 116,435 円，非正規 79,440 円となる（家計
調査による勤労者世帯の消費性向 0.689，A 団地における本稿調査による平均世帯員数 2.28 人（正規給与所得者の場
合）および 1.85 人（非正規給与所得者の場合）を用いた）．

（註 20）説明変数間の相関係数は，モデルⅠの場合，全年齢層および 65 歳以上のデータの場合に「A 団地」と「C 町」
の間に－0.5 台の相関があったほかは 0.5 以下であった．モデルⅡの場合，すべてのデータの場合に「C 町」と「10 
km 以上」の間に 0.6 台の相関があったほかは 0.5 以下であった．
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上でしか 0.1％ 有意とならない．すなわち，距離は若
年層よりも高齢者において影響が大きく，高齢者は距
離に対して脆弱であるといえる．一方で，自分で自動
車を運転する場合は，いずれにおいても有意に負であ
り，しかも限界効果が大きいことから，不便や苦労が
大幅に軽減されていることが示されている．
　年齢（65 歳以上）は，モデルⅠ，モデルⅡとも有
意に正となっており，全地域でみると，高齢者の方が
不便や苦労が大きいといえる．このことは，これまで
食料品アクセス問題で高齢者に焦点があてられてきた
ことの妥当性を裏付けている．
　性別については，いずれのモデルでも，65 歳以上
の場合において，男性の場合に 0.1％ 有意で不便や苦
労が軽減されるという結果となった．
　世帯員数については，65 歳以上と 65 歳未満のデー
タでは有意とならなかった．世帯員数が多くても A
団地の子育て世代のように，かえって不便や苦労が多
くなる場合もあるためと考えられる．
　近くに別居している家族の存在は，モデルⅡでみる
と 65 歳以上・65 歳未満ともに有意に負となっており，
高齢者および若年層を通じ，買い物支援者の存在が買
い物の不便や苦労を軽減することを示している．逆に，
世帯に要介護認定者がいると買い物での不便や苦労は
有意に増すことがいずれのモデルでも示されている．
特に，要介護認定者の存在は，65 歳未満の場合に有
意水準，限界効果ともに高いため，若年層の買い物に
おいて大きな負担となっていることが示されている．
　生計維持者の状況は，モデルⅡの 65 歳未満の場合
に，非正規の給与所得者の係数が有意に正となってい
る．若年層において非正規雇用の低い給与水準や不安
定な雇用関係が，食料品の買い物における負担を高め
ているものと思われる．
　最後に，65 歳以上の場合，高次生活機能の自立度

（老研式活動能力指標値）は 0.1％ の有意水準で不便
や苦労の軽減の方向に影響した．
3）地域別データによる結果

　地域別のデータによる結果を第 7 表に示した（註
21）．ただし，ここではモデルⅡによる結果のみを示
した．

　距離については，A 団地では 2 km 以上，B 市およ
び C 町では 1 km 以上で有意となった．年齢階層別に
みると，B 市と C 町では 65 歳以上は 1 km 以上で有
意となったが，65 歳未満は C 町の 10 km 以上の場合
のみ有意であった．地域別にみても，B 市と C 町で
は高齢者は非高齢者より距離の影響を強く受けている
ことが確認できる．
　店舗までの交通手段として，自分で自動車を運転す
ることは，A 団地および B 市で有意に不便や苦労の
軽減に影響している．特に，65 歳未満の場合にその
影響は有意である．
　年齢については，B 市のみで有意であった．A 団地
で年齢が有意とならなかったことは，子育て世代の買
い物の問題が存在するのと整合的である．
　性別については，A 団地および B 市の 65 歳以上と
A 団地の 65 歳未満で有意に負であり，地域別にみて
も概して男性の方が苦労が軽減されているが，C 町の
65 歳未満では有意に正となった（註 22）．
　近くに別居している家族の存在は，A 団地の 65 歳
未満と C 町の 65 歳以上で有意に負となった．すなわ
ち，大都市の若年層と農村地域の高齢者にとって，別
居している家族による買い物支援が，買い物の苦労を
大きく軽減する効果を持っていると考えられる．一方，
要介護認定者の存在は，B 市の 65 歳以上・65 歳未満，
A 団地の 65 歳未満で有意に正であった．C 町では有
意ではなく，要介護認定者の存在は，都市部の住民に
とって，買い物の不便や苦労の大きな要因となってい
る．特に，A 団地の 65 歳未満での正の限界効果は，
近くに別居している家族の存在の負の限界効果を大き
く上回っており，要介護認定者のいる A 団地の若年
層は，買い物が大きな制約を受けていると考えられる．
　生計維持者の状況は，B 市の 65 歳以上の自営業者
および A 団地の 65 歳未満の非正規給与所得者が有意
に正であった．両者は，基準となる年金生活者と比較
して 1 人当たり消費支出が低いとみられ，このことが
不便や苦労を増す方向に働いていると考えられる．A
団地における非正規給与所得者の限界効果は，自分で
自動車を運転することによる軽減の効果を打ち消して
しまうほどに大きいものであった．なお，C 町では

56

（註 21）地域別データの説明変数間の相関係数は，A 団地の場合，道路距離「250 m 以上 500 m 未満」と「2 km 以上」
との間に－0.5 台の相関がみられたほかは 0.5 以下であった．B 市の場合，すべて 0.5 以下であった．C 町の場合，道
路距離「5～10 km」と「10 km 以上」の間に－0.5 台，「自分が運転する自動車またはバイク」と「他の人が運転する
自動車」の間に－0.6 台の相関がみられたが，他は 0.5 以下であった．

（註 22）C 町の 65 歳未満で有意に正となったことについては，農村部では買い物は女性の役割として普段位置づけら
れている可能性がある．
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65 歳以上の自営業者が有意に負となっている．これ
は，C 町の自営業者には農業が含まれており，米や野
菜の多くは，買い物によることなく，自給によってま
かなっていることの表れと解釈できる．
　65 歳以上についての老研式活動能力指標について
は，A 団地と C 町で有意に負であり，特に C 町では
0.1％ 有意で限界効果も大きい．

7．分析結果のまとめと今後の取組みへの含意

　本稿では，食料品アクセス問題に関する住民意識の
調査結果に基づき，食料品の買い物における不便や苦
労に，最も利用する店舗までの距離などの供給要因，
自動車の利用，年齢，性別，家族構成，就業状況など
の需要要因が及ぼす影響を明らかにした．
　食料品の買い物における不便や苦労に最も大きな影
響を及ぼしているのは，店舗までの時間または距離と
いった空間条件および交通手段であり，店舗までの時
間が 15 分以上で有意に不便や苦労に影響している．
また，距離については，徒歩の場合，道路距離で 1 
km 以上で有意に不便や苦労に影響するとともに，高
齢者にとって，距離は非高齢者よりも大きな障害にな
る．一方，交通手段は，自分自身で自動車を利用でき
る場合は不便や苦労が大きく軽減される．また，65
歳以上の高齢者は，65 歳未満よりも有意に買い物の
不便や苦労が大きいことが確認された．
　以上の結果は，近隣の店舗の相次ぐ閉店という供給
要因の変化がもたらす店舗への距離の増加という空間
条件の変化が，これに脆弱な自動車を持たない高齢者
にとって，食料品の買い物における不便や苦労を一層
増大させることを裏付けている．
　今後，食料品アクセス問題に取り組むにあたって，

食料品の買い物に最も不便や苦労をしている住民とし
て，道路距離 1 km 以上，自動車なし，65 歳以上とい
う 3 つの条件をもとに，問題の起こりやすい地域や人
口を推定することが考えられる．しかし，これはあく
までも第 1 段階の作業に過ぎず，地域ごとにみると以
下のような様々な状況にあるため，実際に地域での取
組みを検討する場合には，改めて状況を精査する必要
がある（第 8 表）．
　まず，多くの地方都市と同様，郊外への量販店出店
で中心市街地が空洞化している B 市では，徒歩での
買い物が多い高齢者は，店舗への距離が 1 km 以上の
場合に不便や苦労に直面するが，自動車の利用が多い
65 歳未満は買い物の不便や苦労が大きく軽減されて
いる．自動車利用以外の需要要因としては，高齢者で
あることが不便や苦労に大きな影響を与えており，こ
れまでの多くの研究事例が高齢者に限定して分析して
きたことには，このような典型的な地方都市のケース
では妥当性がある．また，家族に要介護認定者がいる
場合や，65 歳以上については生計維持者が自営業者
の場合に不便や苦労が大きくなっている．このように
B 市では供給要因，需要要因の両方が買い物の不便や
苦労に影響を及ぼしている．
　次に，他の地域と比べて店舗への距離が近く公共交
通の便がよい A 団地の場合，距離の及ぼす影響は B
市よりも小さい一方，若年層にとっては自動車利用が
不便や苦労を大きく軽減させている．自動車利用以外
の需要要因のうち，年齢については，子育て世代も買
い物に苦労していることを反映して高齢者との差が認
められない．また，若年層の場合は，近くに別居して
いる家族の存在による不便や苦労の軽減，要介護認定
者がいる場合，および生計維持者が非正規給与所得者
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第 8表　不便や苦労の要因の地域別特徴
A 団地

（大都市郊外団地）
B 市

（地方都市中心市街地）
C 町

（農山村）

65 歳以上 65 歳未満 65 歳以上 65 歳未満 65 歳以上 65 歳未満

供給要因 ＋距離 1 km 以上 ＋距離 1 km 以上 ＋距離 10 km 以上

需要要因

（65 歳以上・未満で有意差なし） ＋65 歳以上 （65 歳以上・未満で有意差なし）

－自立度

－自動車利用
－近くに別居家族有
＋要介護認定者有
＋非正規給与所得者

＋要介護認定者有
＋自営業者

－自動車利用
＋要介護認定者有

－近くに別居家族有
－自営業者（農業）
－自立度

註：1）要因に付している＋または－は，買い物の不便や苦労を有意に増加または減少させることを示す．
　　2）性別の影響は記載していない．
　　3）第 7 表から作成．
資料：筆者ら作成．



の場合の不便や苦労の増加が認められた．このように
A 団地の特徴としては，若年層も買い物に不便や苦
労をしていること，および特に若年層の場合，供給要
因よりも多くの需要要因が買い物の不便や苦労に影響
を及ぼしていることが挙げられる．
　最後に，店舗への距離が他の地域よりも極端に遠い
C 町の場合，高齢者は店舗までの距離が 1 km 以上で
買い物の不便や苦労に影響する一方，若年層は 10 km
以上の場合のみ不便や苦労への影響が認められた．し
かし，自動車利用については影響が認められなかった

（註 23）．自動車利用以外の需要要因のうち，年齢に
ついては影響が認められず，若年層も高齢者と同様買
い物に不便や苦労をしていることを示している．また，
A 団地や B 市と異なり，65 歳以上・65 歳未満にかか
わらず，要介護認定者の有無の影響は認められなかっ
た．他方，買い物の不便や苦労を軽減する要因として
近くに別居家族がいることや高齢者の健康があり，C
町の高齢者にとっては，自立度を維持することによる
軽減効果が他の地域よりも大きい．さらに，農家の場
合は多くの食料を自給できることにより不便や苦労が
軽減されていると考えられる．このように，C 町では
店舗への距離という供給要因が買い物の不便や苦労に
強い影響を及ぼし，需要要因のうち自動車の利用は不
便や苦労の軽減につながらない一方で，高齢者にとっ
ては，近くの別居家族の存在，自立度，生計維持者の
状況といった需要要因が，不便や苦労を軽減する要因
となっている．
　なお，一般的に自動車利用が買い物の不便や苦労を
大きく軽減するとしても，高齢者にとっていつまでも
自動車を運転できる訳ではない．住民の意識調査の自
由回答欄の記述では，現在自動車を自分で運転してい
る高齢者も，将来運転できなくなるときのことを不安
に思っている住民が多いことが示されている．このよ
うな住民は，将来自動車を運転しない高齢者の予備軍
であり，今後の取組みの対象にはこれらの人々も含め
て考えることが必要となる．
　また，食料品アクセス問題の解決のためには，商品
の配達サービスや移動販売などによる流通サービス水
準の向上，中心市街地・商店街の活性化，地域公共交
通の改善，コミュニティの活性化，高齢者の健康問題
など多様な課題に取り組むことが必要となる．同時に，
取組みにあたっては市町村を含む地域の様々な分野の
関係者が連携することが重要である．

　例えば，本稿で得られた高齢者の健康が買い物の不
便や苦労を有意に軽減するという結果は，老化を遅延
させ，できるだけ長く自立した生活を送れるようにす
ることも，高齢者の食料品アクセス問題を改善する道
筋の 1 つであることを示唆している．このような医
療・福祉関係者による健康問題への取組みとも連携す
ることにより，食料品アクセス問題への効果的な取組
みが可能となろう．特に，相対的に自立度が低い A
団地などの大都市近郊や，自立度の低い高齢者の買い
物の不便や苦労が大きい C 町のような農村で，高齢
者の健康維持がもたらす効果は大きいと考えられる．
　さらに，本稿の分析では，地域によっては，生計維
持者が 1 人当たりの消費支出が低いとみられる非正規
の給与所得者や自営業者の場合には，買い物の不便や
苦労に大きな正の影響を及ぼしていることが明らかに
なった．わが国では，今のところ，欧米のフードデ
ザート問題のように貧困層の買い物の問題は大きな問
題とはなっていない．しかし，長引くデフレの中で，
生活保護世帯が増加するなど所得格差が拡大しており，
所得が食料品アクセス問題に及ぼす影響については今
後とも注視していく必要がある．
　最後に，本稿では，店舗の状況等の供給条件と住民
の食品摂取の間にある買い物に着目して，その不便や
苦労の要因を明らかにした．しかし，食料品アクセス
問題への取組みが，わが国における食料の安定供給の
中に位置づけられるものである限り，必要な食料消費
水準の維持との関連はさらに検討を深める必要があり，
買い物の困難さと食料消費，さらには食品摂取の間の
関係の分析は今後の課題として残されている．
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要旨：食料品の買い物における不便や苦労の要因を，住民意識調査により得られたデータを用いて分析
した．食料品の買い物における不便や苦労に最も大きな影響を及ぼしているのは，店舗までの時間，距
離といった空間条件および交通手段であり，特に，距離は高齢者にとって大きな障害になる．一方，自
動車の利用は不便や苦労を大きく軽減する．概して高齢者の方が不便や苦労は大きい．これらの結果は，
対策が必要な集団を統計的に把握する上で有用である．しかし，大都市郊外団地の例では，子育て世代
も苦労していることなど，地域ごとにみると状況が異なる場合があることに留意する必要がある．

キーワード：食料品アクセス，買い物弱者，フードデザート，店舗までの距離，消費者費用


